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１ はじめに 

環境と経済の関係について、本研究は、①貿易を通じた国内の環境

改善効果（修正版環境クズネッツ曲線）②投資受入国の環境規制が海

外直接投資に及ぼす影響（汚染逃避仮説）、③技術革新による環境改

善効果（ポーター仮説）の観点から、日本のデータを中心とした研究

を行った。ポーター仮説、環境クズネッツ曲線、汚染逃避仮説につい

ては、欧米を中心とした実証研究が多数あるが、結果は一定でない。

また、近年の日本についての実証研究は十分でない。そこで、本研究

では、近年の地球温暖化対策のための国際的な関心の高まりを背景に

環境規制も含めた環境対策が強化される中で、グローバル・サプライ

チェーンを展開する日本の製造業が、①生産を海外へ移すことで国内

の汚染物質排出量を削減しているのか、②投資受入国の環境規制の緩

急により対外直接投資を決めているか、③環境規制が環境関連の技術

革新を促進しているのかについて、実証分析で明らかとした。 

２ 環境クズネッツ曲線と貿易に係る検証 

環境クズネッツ曲線は、ある国の一人当たり国民所得と環境汚染の

間の逆 U 字の関係を示す曲線である。先行研究の多くは、ローカル

な汚染物質である二酸化硫黄（SO2）や二酸化窒素（NO2）などを対

象としているが、最近では地球温暖化への国際社会の関心の高まりを

背景に、グローバルな汚染物質である二酸化炭素（CO2）を分析とす

る研究も増えてきている。また、近年、製造業の企業は生産工程の一

部を海外に移転させ、サプライチェーンがグローバル化していること

から、Suri and Chapman(1998)は、環境クズネッツ曲線に貿易の影

響を追加し、ローカルな汚染物質を対象とした分析を行い、輸入が増

加するほど国内の汚染物質の排出が減少するという結果を示した。本

研究では、グローバルな汚染物質である二酸化炭素についての環境ク

ズネッツ曲線を用い、逆 U 字形への製造業の輸出入のインパクトを

分析した。具体的には、22ヵ国（高所得国）について、1980年～2011

年の国内の二酸化炭素排出量が製造業における国内生産に対する輸

出入の割合に影響を及ぼされているについて計量分析を行った。その

結果、製造業における国内生産に対する輸入の割合が大きくなるほど

国内の二酸化炭素排出量が減少することが示された。さらに、生産工

程ごとの輸入について、素材の輸入と中間財の輸入が高所得国におい

ては国内の二酸化炭素を減少させるが、逆に最終財の輸入は国内の二

酸化炭素を増加させることが示された。 

３ 汚染逃避仮説の検証 

環境規制が厳しくない国へ投資が惹きつけられるとする汚染逃避

効果については、多くの先行研究で実証分析が行われてきたが、同効

果を支持する結果もあれば否定する結果もある。日本の対外直接投資

に関連する研究としては、Kirkpatrick and Shimamoto(2008)が、投

資受入国の環境規制（代理変数は５つの環境関連条約の締結状況）が

1990 年代の日本の対外直接投資の決定に影響を与えているのかどう

かについて、他の要因と比較しつつ、汚染集約産業を対象に汚染逃避

仮説を検証した結果、同仮説は支持されず、むしろ日本の対外直接投

資は透明性の高い安定した環境規制のある国に惹きつけられるとい

う結果を示した。本研究では、環境規制が汚染集約産業の立地決定に

及ぼす影響について、日本の対外直接投資についてのパネル・データ

分析を行った。具体的には、日本の製造業のうち汚染集約産業と考え

られるパルプ・製紙産業、化学・医療産業、鉄・非鉄・金属産業の３

つの産業で、2006 年～2016 年の対外直接投資が投資先である北米、

欧州、アジア大洋州の 24ヵ国・地域の環境規制の厳しさの程度に影

響を受けているか、環境関連条約の批准状況を代理変数として計量分

析を行った。その結果、パルプ・製紙産業及び化学・医療産業では一

部のモデルで正の効果が、鉄・非鉄・金属産業でほぼすべてのモデル

で正の効果が推定され、汚染逃避と逆の効果あることが示された。 

４ ポーター仮説の検証 

マイケル・ポーターは、環境規制が環境イノベーションを促進する

とするポーター仮説を唱えた。適切に設計された環境規制は企業の競

争力を高めるとする。本研究では、環境規制が製造業の研究開発に及

ぼす経済的影響について、日本の近年の製造業におけるポーター仮説

の妥当性についての実証的な検証を行った。日本の製造業について、

2002年～2013年において、環境規制（代理変数：設備投資に占める

環境関連設備投資の割合）が環境関連 R&Dを増加させているかにつ

いて計量分析を行った。その結果、環境規制の一乗項は統計的に有意

ではなく、環境規制が環境関連 R&Dに常に同じ影響を及ぼしている

とは言えないものの、環境規制の二乗項は統計的に有意であったこと

から、環境規制と環境関連 R&Dの割合を増やすが、環境規制が強く

なりすぎると環境 R&Dの割合を逓減させることが示された。日本を

分析の対象とした先行研究である浜本(1997)は、1990 年代以前を分

析の対象としていたため、分析モデルも線形モデルを使用し、環境規

制が強くなるほど環境関連 R&Dが増える結果となっていた。しかし、

本研究では、環境規制が強くなりすぎると、かえって国内の産業の活

力を阻害し、環境関連 R&Dの割合が逓減する可能性があるのではな

いかと考え、非線形モデルを使用した結果、二乗項で統計的に有意で

あることが示された。つまり、2000 年代以降の日本の製造業は、少

なくとも国内においては既にある程度は効率的な生産を行っている

と考えられるものの、環境規制により環境関連 R&Dを促進させる余

地は残っているものの、環境規制の程度があまりにも強くなりすぎる

と、かえって環境関連 R&Dを減少させると考えられる。 

５ 終わりに 

以上、本研究は、近年、二酸化炭素等による地球温暖化への国際的

な関心が高まっていることを踏まえ、新たなデータを用い、経済と環

境の関係を明らかにしたという独創性を有し、今後の環境経済に係る

政策的含意も得るという重要性を有する。 
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